
JP 2016-170285 A 2016.9.23

10

(57)【要約】
【課題】動画撮影時と静止画撮影時とで振れ信号の処理
方法を切り替えた場合でもブレ補正手段の制御に不連続
性が生じないようにすることができる像ブレ補正装置を
提供する。
【解決手段】ブレ補正手段を制御して撮像画像の像ブレ
を補正する像ブレ補正装置を設ける。像ブレ補正装置が
、振れ検出信号に基づき、動画撮影時の像ブレの補正に
用いられる第１の補正量と、静止画撮影時の像ブレの補
正に用いられる第２の補正量を演算する。像ブレ補正装
置が、第１の補正量と第２の補正量のうち、像ブレの補
正に用いる補正量を選択するとともに、第１の演算手段
と第２の演算手段のうち、選択されなかった補正量に対
応する演算手段の中間演算値を選択された補正量の値で
更新する制御を実行する。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ブレ補正手段を制御して撮像画像の像ブレを補正する像ブレ補正装置であって、
　振れ検出信号に基づいて、動画撮影時の前記像ブレの補正に用いられる第１の補正量を
演算する第１の演算手段と、
　前記振れ検出信号に基づいて、静止画撮影時の前記像ブレの補正に用いられる第２の補
正量を演算する第２の演算手段と、
　前記第１の補正量と前記第２の補正量のうち、前記像ブレの補正に用いる補正量を選択
するとともに、前記第１の演算手段と前記第２の演算手段のうち、前記選択されなかった
補正量に対応する演算手段の中間演算値を、前記選択された補正量の値で更新する制御を
実行する制御手段とを備える
　ことを特徴とする像ブレ補正装置。
【請求項２】
　前記制御手段は、静止画露光中でない場合は、前記像ブレの補正に用いる補正量として
前記第１の補正量を選択し、前記第２の演算手段の中間演算値を前記第１の補正量で更新
する
　ことを特徴とする請求項１に記載の像ブレ補正装置。
【請求項３】
　前記制御手段は、静止画露光中である場合は、前記像ブレの補正に用いる補正量として
前記第２の補正量を選択し、前記第１の演算手段の中間演算値を前記第２の補正量で更新
する
　ことを特徴とする請求項１または請求項２に記載の像ブレ補正装置。
【請求項４】
　前記振れ検出信号の基準値を演算する第３の演算手段と、
　前記振れ検出信号を前記基準値を用いて補正する信号補正手段とを備え、
　前記第１の演算手段は、前記補正された振れ検出信号に基づいて、前記第１の補正量を
演算し、前記第２の演算手段は、前記補正された振れ検出信号に基づいて、前記第２の補
正量を演算する
　ことを特徴とする請求項１乃至３のいずれか１項に記載の像ブレ補正装置。
【請求項５】
　前記第１の演算手段は、ハイパスフィルタと積分器とを備え、
　前記第２の演算手段は、積分器を備える
　ことを特徴とする請求項１乃至４のいずれか１項に記載の像ブレ補正装置。
【請求項６】
　前記第３の演算手段は、前記第１の演算手段が備える前記ハイパスフィルタの演算結果
に基づいて、前記基準値を算出して設定する
　ことを特徴とする請求項５に記載の像ブレ補正装置。
【請求項７】
　前記第３の演算手段は、静止画露光中は前記設定されている基準値を更新しない
　ことを特徴とする請求項４に記載の像ブレ補正装置。
【請求項８】
　撮影方向変更操作を検出する操作検出手段を備え、
　前記第３の演算手段は、前記撮影方向変更操作の検出結果を用いて、前記基準値を算出
する
　ことを特徴とする請求項６または請求項７に記載の像ブレ補正装置。
【請求項９】
　請求項１乃至８のいずれか１項に記載の像ブレ補正装置を備える光学機器。
【請求項１０】
　請求項１乃至８のいずれか１項に記載の像ブレ補正装置を備える撮像装置。
【請求項１１】
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　ブレ補正手段を制御して撮像画像の像ブレを補正する像ブレ補正装置の制御方法であっ
て、
　第１の演算手段が、振れ検出信号に基づいて、動画撮影時の前記像ブレの補正に用いら
れる第１の補正量を演算する第１の演算工程と、
　第２の演算手段が、前記振れ検出信号に基づいて、静止画撮影時の前記像ブレの補正に
用いられる第２の補正量を演算する第２の演算工程と、
　前記第１の補正量と前記第２の補正量のうち、前記像ブレの補正に用いる補正量を選択
するとともに、前記第１の演算手段と前記第２の演算手段のうち、前記選択されなかった
補正量に対応する演算手段の中間演算値を、前記選択された補正量の値で更新する制御を
実行する制御工程とを有する
　ことを特徴とする制御方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、像ブレ補正装置、光学機器、撮像装置および制御方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　カメラやビデオなどの撮像装置に対して外部から与えられる振れにより生じる撮像画像
のブレ（像ブレ）を補正する方式として、光学式ブレ補正方式と、電子式ブレ補正方式と
が提案されている。光学式ブレ補正方式は、レンズや撮像素子を駆動して光学的に像ブレ
を補正する方式である。電子式ブレ補正方式は、撮像素子へ入力された光を光電変換して
得られる画像に対して切り出し位置などを変更して像ブレを補正する方式である。
【０００３】
　近年、カメラやビデオなどの撮像装置の普及とその利用形態の変化に伴って、１台で動
画像と静止画像を同時に撮れる撮像装置の要求が高まってきている。しかし、動画像は映
像の時間変化が映し出される画像表現を有し、静止画像は瞬時の画像が切り出された画像
表現を有する。このような画像表現の違いにより、動画像の撮影と静止画像の撮影とでは
、手ブレ補正（ＩＳ）やオートフォーカス（ＡＦ）や露出制御（ＡＥ）など、カメラ撮影
時の制御が異なる点が多い。例えば、ブレ補正制御に関して、動画撮影の場合には、時に
はきっちりと止まっていないブレの残った映像であっても、フレーム間の連続性すなわち
時間的な動きの滑らかさが重要である。一方で、静止画撮影の場合には、時間的にある瞬
間を捉えた画像であり、主被写体にブレの無い鮮明さが要求される。
【０００４】
　そこで、動画撮影時は検出した振れ信号にハイパスフィルタ（ＨＰＦ）をかけて低周波
成分を除くことで、ゆっくりしたブレは残ってもブレ補正手段が制御上のリミッタに達し
て補正できなくなることが極力無いようにする。一方、静止画撮影時の露光中は、検出し
た振れ信号にＨＰＦをかけず、低周波成分も含めた全てのブレ成分を補正できるようにし
て性能向上が図られている。
【０００５】
　ここで、振れ信号を検出する方法としては、加速度、角加速度、角速度、角変位などを
検出するセンサによってカメラの振動を検出する方法があるが、カメラの振動を検出する
ためのセンサとしては、角速度を検出するジャイロセンサが一般的に普及している。ただ
し、ジャイロセンサには、温度変化などによって生じるＤＣオフセットやドリフトの影響
が大きく、それらのオフセット成分を基準値から除去する仕組みが必要となる。ジャイロ
センサからの振れ信号にＨＰＦをかける場合、このオフセット成分を除去することができ
るが、ＨＰＦをかけない場合、オフセット成分を除去できないため、基準値がズレている
と防振性能が劣化する。
【０００６】
　特許文献１は、デジタルハイパスフィルタ（ＨＰＦ）の制御サンプリング毎における演
算結果として保持される中間値と、振れ出力に加算するデジタルオフセットを変更するこ
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とで、振れ出力に含まれるオフセット成分を除去する撮像装置を開示している。また、特
許文献２は、露光時間に応じてＨＰＦ処理を行うか否かを切り替え設定することによって
、ＨＰＦ処理が像ブレ補正の精度に与える影響を低減する撮像装置を開示している。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００７】
【特許文献１】特開２００９－２４４８５３号公報
【特許文献２】特開２００８－２８３４４３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００８】
　特許文献２が開示する撮像装置では、ＨＰＦの切り替え時の動きが考慮されていないた
め、次のような問題があった。すなわち、動画撮影時（例えば、ＥＶＦ時）にＨＰＦをか
けないと、低周波成分も補正してしまうので、フレーミングが困難になる上に、シフトレ
ンズなどの補正手段がリミッタ（補正端）に突き当たりやすくなってしまう。また、静止
画露光中と動作撮影時とで、振れ信号処理のパスをＨＰＦの有り／無しで２つに分けると
、切り替え時に信号が不連続になり、補正手段が大きく動いてしまう。
【０００９】
　本発明は、動画撮影時と静止画撮影時とで振れ信号の処理方法を切り替えた場合でもブ
レ補正手段の制御に不連続性が生じないようにする像ブレ補正装置を提供することを目的
とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の一実施形態の像ブレ補正装置は、ブレ補正手段を制御して撮像画像の像ブレを
補正する像ブレ補正装置でである。前記像ブレ補正装置は、振れ検出信号に基づいて、動
画撮影時の前記像ブレの補正に用いられる第１の補正量を演算する第１の演算手段と、前
記振れ検出信号に基づいて、静止画撮影時の前記像ブレの補正に用いられる第２の補正量
を演算する第２の演算手段と、前記第１の補正量と前記第２の補正量のうち、前記像ブレ
の補正に用いる補正量を選択するとともに、前記第１の演算手段と前記第２の演算手段の
うち、前記選択されなかった補正量に対応する演算手段の中間演算値を、前記選択された
補正量の値で更新する制御を実行する制御手段とを備える。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の像ブレ補正装置によれば、動画撮影時と静止画撮影時とで振れ信号の処理方法
を切り替えた場合でもブレ補正手段の制御に不連続性が生じないようにすることができる
。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本実施形態の構成例を示す図である。
【図２】補正量算出部の構成を示す図である。
【図３】静止画撮影時の像ブレ補正装置の動作を説明する図である。
【図４】動画用と静止画用の補正量の演算処理を説明する図である。
【図５】像ブレ補正装置を有する撮像装置の構成を示す図である。
【図６】流し撮り撮影時の像ブレ補正装置の動作を説明する図である。
【図７】動画用と静止画用の補正量の演算処理を説明する図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
（実施例１）
　図１は、本実施形態の構成例を示す図である。
　図１に示す撮像装置は、本実施形態の像ブレ補正装置を備える光学機器の一例である。
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この例では、撮像装置は、デジタルビデオカメラであるが、本発明は、動画撮影機能と静
止画撮影機能とを有する任意の撮像装置や、この撮像装置に装着する光学機器に対して適
用可能である。また、本実施形態の撮像装置には、カメラ付きの携帯電話、ゲーム機、パ
ーソナルコンピュータなど、撮像装置が組み込まれた、もしくは内蔵された機器も含まれ
る。
【００１４】
　図１において、１０１は、撮影光学系で複数枚のレンズから構成されるレンズ群である
。１０２は、撮像画像のブレ（像ブレ）を補正するブレ補正手段として機能する補正光学
系である。具体的には、補正光学系１０２は、光軸に直交する平面上を動いて振れを補正
するブレ補正レンズ群（シフトレンズ）である。１０３は、撮影光学系１０１により結像
された画像を光電変換する撮像素子である。１０４は、撮像素子１０３により光電変換さ
れた撮像信号を例えば標準ビデオ信号などに変換処理するカメラ信号処理回路である。カ
メラ信号処理回路１０４は、アナログ信号処理回路とデジタル信号処理回路とを有する。
アナログ信号処理回路は、撮像素子１０３で得られた信号に所定の処理を施してアナログ
撮像信号を生成する。アナログ信号処理回路は、例えばＣＤＳ（co-related double samp
ling：相関二重サンプリング）回路、ＡＧＣ（Automatic Gain Control）回路等を有する
。デジタル信号処理回路は、Ａ／Ｄ変換器によりアナログ撮像信号をデジタル信号に変換
し、ガンマ補正、ホワイトバランス等、所定の信号処理をしたデジタル映像信号を生成す
る。
【００１５】
　１０５は、カメラ信号処理回路１０４から得られた標準出力信号端子である。標準出力
信号端子１０５は、撮像された画像を標準ビデオ信号として出力する。標準出力信号端子
１０５から出力される標準ビデオ信号は、外部モニタなどに接続しても良いし、撮像装置
に備えた表示装置（液晶パネルやビューファインダ）に出力表示することも可能である。
また、所定の記録形式に変換して記録媒体（メモリカード、ハードディスク、ＤＶＤ、磁
気テープなど）に映像信号を記録することもできる。
【００１６】
　１１０は、撮像装置に加わる振れの検出を行う角速度センサである。角速度センサ１１
０は、例えば、振動ジャイロ等で構成されており、手振れ等による撮像装置の振れの角速
度を検出して電気信号を出力する。角速度センサ１１０は、光軸に直交する一平面上で互
いに直交した検出軸をなすように、例えば水平方向の回転軸（Ｙａｗ）と垂直方向の回転
軸（Ｐｉｔｃｈ）との２軸方向に二つの角速度センサを配置する。そして、検出した各軸
別々に補正量を算出し、水平方向及び垂直方向の２軸方向に補正光学系１０２を制御する
。水平方向の回転軸（Ｙａｗ）と垂直方向の回転軸（Ｐｉｔｃｈ）の補正量の演算及び補
正光学系の制御は、両軸とも同じ処理で実現することができるので、以降は片方の軸につ
いてのみ説明する。
【００１７】
　１１１は、角速度センサの出力信号を補正量算出部１１２に取り込むためのＡ／Ｄ変換
器である。１１２は、角速度センサ１１０の出力信号をＡ／Ｄ変換機１１１を介して取得
したデジタル信号から補正光学系１０２の補正量を算出する補正量算出部である。補正量
算出部１１２の機能によって、像ブレ補正装置が実現される。また、補正量算出部１１２
は、撮像装置が備えるマイクロコンピュータ（以下、「マイコン」と記述）の機能によっ
て実現される。なお、１１０の角速度センサがデジタルセンサであるならば、Ａ／Ｄ変換
器１１１は不要であり、マイコンとの通信によってデジタルデータを取得すればよい。補
正量算出部１１２については、後で詳細に説明する。
【００１８】
　１４０は、撮影者が静止画撮影を操作する操作スイッチである。操作スイッチ１４０は
、押し込み量に応じて、第１スイッチ（ＳＷ１）及び第２スイッチ（ＳＷ２）が順にオン
するように構成されている。操作スイッチ１４０が半分押し込まれた（半押し）時に第１
スイッチがオンし、最後まで全て押し込まれた（全押し）時に第２スイッチがオンする。
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第１スイッチがオンされると、レンズ群１０１が備えるフォーカスレンズが駆動されてピ
ント調整が実行され、絞り・シャッターユニットが駆動されて適正露光に設定される。さ
らに、第２スイッチがオンされると、撮像素子１０３への露光が行われ、静止画撮影が行
われる。
【００１９】
　１３０乃至１３４は、補正光学系（シフトレンズ）１０２を制御するための補正制御ブ
ロックである。１３３は、シフトエンコーダであり、シフトレンズ１０２の位置検出を行
う。シフトエンコーダ１３３は、例えば、ホール・センサなどである。シフトエンコーダ
１３３の出力値は、Ａ／Ｄ変換器１３４を介してブレ補正制御部１３０に入力される。１
３０は、ブレ補正制御部である。ブレ補正制御部１３０は、補正量算出部１１２からの補
正量（目標値）とシフトエンコーダ１３３から得られるシフトレンズ１０２の現在位置と
の差分からシフトレンズの制御量を算出し制御信号を出力する。ここでは、差分データに
対して、増幅器と位相補償フィルタによる信号処理が行われて制御量が算出される。１３
１は、シフトレンズ駆動回路である。シフトレンズ駆動回路１３１は、ブレ補正制御部１
３０からＰＷＭなどで出力される制御信号を受けて、モータ１３２に駆動波形を出力する
ドライブ回路である。１３２はモータである。モータ１３２は、シフトレンズ１０２を駆
動するボイスコイルモータ等である。
【００２０】
　図２は、補正量算出部の構成を示す図である。
　補正量算出部１１２への入力信号を供給する角速度センサ１１０、Ａ／Ｄ変換器１１１
及び操作スイッチ１４０と、補正量算出部１１２からの出力信号を受け取るブレ補正制御
部１３０は、図１に示したものと同様である。
【００２１】
　補正量算出部１１２は、Ａ／Ｄ変換器１１１からブレ検出信号を取得する。ブレ検出信
号は、角速度センサ１１０で検出したブレの角速度信号がデジタル変換された信号である
。
【００２２】
　基準値演算部１１５は、ハイパスフィルタ（ＨＰＦ）１２０の演算結果、つまりフィル
タ演算の中間値に基づいて、デジタル変換された角速度信号の基準値を算出して設定する
。角速度信号の基準値は、ブレの生じていない状態での角速度信号の出力値である。基準
値補正部１１６は、Ａ／Ｄ変換器１１１から得た角速度信号から基準値演算部１１５で算
出した基準値を引くことによって、角速度センサ１１０の温度変化などによって生じるＤ
Ｃオフセットやドリフトの影響によるオフセット成分を除去する。これにより、角速度信
号をブレ成分だけからなる出力信号に補正する。すなわち、基準値演算部１１５は、振れ
検出信号の基準値を演算する第３の演算手段として機能し、基準値補正部１１６は、振れ
検出信号を基準値を用いて補正する信号補正手段として機能する。
【００２３】
　動画用補正量算出部１１３は、ＨＰＦ１２０乃至飽和防止制御部１２３を備え、動画撮
影に適したブレ補正を行うための補正目標値を算出する。すなわち、動画用補正量算出部
１１３は、基準値補正部１１６からの出力信号（振れ検出信号）に基づいて、動画撮影時
の像ブレの補正に用いられる第１の補正量を演算する第１の演算手段として機能する。Ｈ
ＰＦ１２０は、その周波数特性を可変し得る機能を有しており、取得した角速度信号に含
まれる低周波成分を遮断して出力する。ＨＰＦ１２０は、角速度センサ１１０の特性であ
る温度変化などによって生じるＤＣオフセットやドリフト成分を除去することによって、
基準値演算部１１５の精度を高める。また、ＨＰＦ１２０は、パンニング動作が検出され
た場合には、カットオフ周波数を高くして、パンニング動作によって生じている低周波成
分を除去してブレ補正性能を高める。なお、パンニング動作は、撮影方向変更操作の一例
であり、本発明は、パンニング動作以外の撮影方向変更操作（例えばチルティング動作）
にも適用可能である。
【００２４】
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　積分器１２１は、ＨＰＦ１２０から出力された角速度信号を時間積分することにより角
変位量を得る。なお、積分器１２１は、不完全積分で行われ、その時定数を任意に変更す
ることが可能となっている。パンニング制御部１２２は、基準値補正部１１６から得られ
る角速度信号と、積分器１２１から得られる角変位量の大きさに応じて、撮像装置がパン
ニング状態か否かを判断する。そして、パンニング制御部１２２は、その判断結果に応じ
て、角速度信号が大きい場合はＨＰＦ１２０のカットオフ周波数を変更してパンニング動
作による低周波成分を除去する。パンニング制御部１２２は、角変位量が大きくなった場
合は積分器１２１の時定数変更を行い、補正端に達しにくくする。
【００２５】
　飽和防止制御部１２３は、シフトレンズ１０２が機械的な可動端に突き当たることがな
いように、積分器１２１で生成された制御量に制限をかける。例えば、飽和防止制御部１
２３は、補正光学系の制御量が所定値（以下、リミッタと記す）を超えないように、積分
器１２１からの出力にリミットを施した値を最終的な補正目標位置として出力する。
【００２６】
　静止画用補正量算出部１１４は、積分器１２４と飽和防止制御部１２５とを備え、静止
画撮影に適したブレ補正を行うための補正目標値を算出する。すなわち、静止画用補正量
算出部１１４は、基準値補正部１１６からの出力信号（振れ検出信号）に基づいて、静止
画撮影時の像ブレの補正に用いられる第２の補正量を演算する第２の演算手段として機能
する。積分器１２４は、基準値補正部１１６から得られた角速度信号を、ＨＰＦ１２０を
介さずに時間積分して角変位量を得る。なお、積分器１２４は完全積分で行われ、低周波
成分も含めた角変位量を算出する。飽和防止制御部１２５は、前述した動画用補正量算出
部１１３内の飽和防止制御部１２３と同じ機能である。
【００２７】
　動画用補正量算出部１１３は、ＨＰＦ１２０とパンニング制御部１２２とを備える点が
、静止画用補正量算出部１１４と異なる。動画撮影では、パンニングやチルティングなど
のカメラワークの操作を伴うが、その動きをブレとして補正してしまうと、撮影者にとっ
ては意図したカメラワークとは異なる画角変化になってしまう。また、補正光学系１０２
がすぐにリミッタに近づいてしまうので、その後のブレ補正が効きにくい状況になってし
まう。動画用補正量算出部１１３は、パンニング制御部１２２とＨＰＦ１２０を備えるこ
とで、パンニングやチルティングが行われた時に、その動きを無理に補正しないようにし
、ブレ信号の低周波成分をカットして補正目標値を変更する。
【００２８】
　一方、静止画撮影では、時間的な変化の中でのある瞬間の画像を捉えることが目的であ
り、その瞬間、すなわち画像を取り込んでいる１フレームの期間は、ブレの無いことが望
ましい。従って、静止画撮影時は、ＨＰＦ１２０の演算処理を行わず、低周波成分も含め
てブレ信号を補正できるように補正目標値を算出する仕組みになっている。
【００２９】
　切り替え制御部１２６は、操作スイッチ１４０の半押し／全押し操作状況に応じて得ら
れる第１スイッチ（ＳＷ１）及び第２スイッチ（ＳＷ２）のオン情報に基づいて、補正量
を切り替え制御する。切り替え器１２７は、動画用補正量算出部１１３から入力される動
画用補正量と静止画用補正量算出部１１４から入力される静止画用補正量とについて、切
り替え制御部１２６の情報に基づいて使用すべき補正量を選択して切り替える。そして、
切り替え器１２７は、選択したいずれかの補正量をブレ補正制御部１３０へ出力する。
【００３０】
　また、切り替え制御部１２６は、操作スイッチ１４０でＳＷ２がオンか否か、すなわち
露光中か否かの情報に基づいて、スイッチ１２８とスイッチ１２９のオン／オフを切り替
える。この例では、切り替え制御部１２６は、ＳＷ２がオフ、すなわち静止画露光中では
ない状態で動画用補正量を補正目標値としている間はスイッチ１２８をオン及びスイッチ
１２９をオフにする。また、切り替え制御部１２６は、ＳＷ２がオン、すなわち静止画露
光中の状態で静止画用補正量を補正目標値としている間は、スイッチ１２９をオン及びス
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イッチ１２８をオフにする。これにより、スイッチ１２８がオンの時は、静止画用補正量
算出部１１４の中の完全積分器１２４に対して、動画用補正目標値をフィルタ演算中間値
として書き換える。また、スイッチ１２９がオンの時は、動画用補正量算出部１１３の中
の積分器１２１に対して、静止画用補正目標値をフィルタ演算中間値として書き換える。
すなわち、切り替え制御部１２６は、動画用補正量と静止画用補正量のうち、像ブレの補
正に用いる補正量を選択するとともに、以下の制御を行う。切り替え制御部１２６は、動
画用補正量算出部１１３と静止画用補正量算出部１１４のうち、上記選択されなかった補
正量に対応する算出部の中間演算値を、上記選択された補正量の値で更新する。
【００３１】
　図３は、静止画撮影時の像ブレ補正装置の動作を説明する図である。
　操作スイッチ１４０が押されていない状態の時、すなわち第１スイッチ（ＳＷ１）及び
第２スイッチ（ＳＷ２）が共にオフの時、動画用補正量算出部１１３が、補正量を算出し
、その補正量を補正目標値とする。また、この状態の時は、算出した動画用補正量を静止
画用補正量算出部１１４の積分器１２４のフィルタ演算中間値として書き換える。
【００３２】
　次に、操作スイッチ１４０が半押しされている状態の時、すなわち第１スイッチ（ＳＷ
１）がオンで第２スイッチ（ＳＷ２）がオフの時、動画用補正量算出部１１３が補正量を
算出し、その補正量を補正目標値とする。また、同時に、算出した動画用補正量を静止画
用補正量算出部１１４の積分器１２４のフィルタ演算中間値として書き換える。さらに、
基準値演算部１１５が、ＨＰＦ１２０のフィルタ演算中間値から基準値を算出し、その算
出結果に基づいて、基準値補正部１１６で基準値を補正する。
【００３３】
　次に、操作スイッチ１４０が全押しされた状態の時、すなわち第１スイッチ（ＳＷ１）
がオフで第２スイッチ（ＳＷ２）がオンとなった時、補正量演算を静止画用に切り替えて
静止画用補正量算出部１１４が、補正量を算出し、その補正量を補正目標値とする。また
この状態の時すなわち静止画露光中の時は、算出した静止画用補正量を動画用補正量算出
部１１３の積分器１２１のフィルタ演算中間値として書き換える。さらに、基準値演算は
行わず、ＳＷ２がオンとなる直前、すなわちＳＷ１がオンの時に算出した基準値を更新し
ない。
【００３４】
　次に、操作スイッチ１４０の全押しが解除された状態の時、すなわち第１スイッチ（Ｓ
Ｗ１）及び第２スイッチ（ＳＷ２）が共にオフに戻った時、動画用補正量算出部１１３が
、補正量を算出し、その補正量を補正目標値とする。また同時に、算出した動画用補正量
を静止画用補正量算出部１１４の積分器１２４のフィルタ演算中間値として、書き換える
。
【００３５】
　図４は、実施例１における動画用と静止画用の補正量の演算処理を説明するフローチャ
ートである。
　図４に示す処理は、マイコン内で処理される。なお、図４に示す処理は、例えば、角速
度データのＡ／Ｄ変換による取り込み周期など、任意の所定の周期で繰り返し実行される
。
【００３６】
　ステップＳ１００１において、補正量算出部１１２が、角速度センサ１１０から角速度
信号を取得する。続いて、ステップＳ１００２において、基準値演算部１１５が、ＨＰＦ
１２０の中間値に基づいて、角速度センサ１１０の基準値を算出する。ステップＳ１００
３において、動画用補正量算出部１１３が、動画用補正量を算出する。
【００３７】
　次に、ステップＳ１００４において、静止画用補正量算出部１１４が、静止画用補正量
を算出する。続いて、ステップＳ１００５において、補正量算出部１１２が、操作スイッ
チ１４０が全押しされているか否かを判断する。操作スイッチ１４０が全押しされていな
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い場合は、ステップＳ１００６へ進み、全押しされている場合は、ステップＳ１０１０へ
進む。
【００３８】
　次に、ステップＳ１００６において、補正量算出部１１２が、操作スイッチ１４０が半
押しされているか否かを判断する。操作スイッチ１４０が半押しされていない場合は、ス
テップＳ１００８へ進み、半押しされている場合は、ステップＳ１００７へ進む。ステッ
プＳ１００７において、基準値演算部１１５が、ステップＳ１００２で算出した基準値が
変化していれば更新し、ステップＳ１００８へ進む。
【００３９】
　ステップＳ１００８において、切り替え制御部１２６が、ステップＳ１００３で算出さ
れた動画用補正量を選択する。ステップＳ１００９において、切り替え制御部１２６は、
選択した動画用補正量を静止画用積分器１２４のフィルタ演算中間値として書き換える。
そして、処理がステップＳ１０１３に進み、選択された補正量に応じてシフトレンズが駆
動される。
【００４０】
　ステップＳ１０１０において、基準値演算部１１５が、角速度センサ１１０の基準値の
更新を停止する。ステップＳ１０１１において、切り替え制御部１２６が、ステップＳ１
００４で算出した静止画用補正量を選択する。ステップＳ１０１２において、切り替え制
御部１２６が、選択された静止画用補正量を動画用積分器１２１のフィルタ演算中間値と
して書き換える。そして、処理がステップＳ１０１３に進み、選択された補正量に応じて
シフトレンズが駆動制御される。
【００４１】
　なお、上記の説明では、ブレ補正手段としてレンズシフト式の光学式像ブレ補正方式を
用いた場合で説明したが、本発明は別の構成にも適用できる。例えば、レンズシフト式で
はなくチルト式レンズ駆動やバリアングルプリズム（ＶＡＰ）など、別の光学式像ブレ補
正方式を用いた方法でも良いし、撮像素子を光軸に対して直交する平面上で動かして振れ
を補正するセンサシフト式の光学補正方式を用いても良い。撮像信号をメモリにバッファ
した後でブレ補正量に応じて画像の切り出し位置を変える電子式像ブレ補正方式を用いて
も良い。
【００４２】
　実施例１の像ブレ補正装置は、静止画撮影ボタンの半押し中に角速度センサの基準値を
算出する。そして、像ブレ補正装置は、静止画撮影ボタン全押し時にその基準値算出結果
を用いると共に、動画用補正量演算を行っている間は静止画用積分器のフィルタ演算中間
値を動画用補正目標値で書き換える。また、像ブレ補正装置は、静止画用補正量演算を行
っている間は、動画用積分器のフィルタ演算中間値を静止画用補正目標値で書き換える。
これにより、動画及び静止画でブレ信号処理方法を切り替えてもブレ補正制御における不
連続性を無くし、ブレ補正性能を向上させることができる。
【００４３】
（実施例２）
　図５は、実施例２の像ブレ補正装置を有する撮像装置の構成を示す図である。
　図５に示す構成が、図２に示す構成と異なるのは、次の点である。パンニング制御部１
２２が、操作スイッチ１４０が半押し中でも、パンニングが行われているか否かを判断す
る。パンニングが行われている場合は、パンニング制御部１２２は、流し撮り撮影中であ
ると判断して、基準値演算部１１５に対してパンニング速度を出力する。基準値演算部１
１５は、パンニング制御部１２２からパンニング速度が得られた場合は、パンニング成分
を基準値として設定する。すなわち、本実施例では、パンニング制御部１２２は、撮影方
向変更操作を検出する操作検出手段として機能し、基準値演算部１１５は、撮影方向変更
操作の検出結果を用いて、基準値を算出する。
【００４４】
　パンニング制御部１２２は、以下に示すいずれかの方法によってパンニング速度を算出



(10) JP 2016-170285 A 2016.9.23

10

20

30

40

50

することができる。一つめの方法として、角速度センサの出力が基準値に対して一定の出
力を出している場合は、パンニング制御部１２２は、その角速度分がパンニングの角速度
と判断する。また、二つめの方法として、パンニング制御部１２２は、動きベクトルを検
出して、その動き量が一定の速度で動いている場合にパンニング中と判断し、単位時間あ
たりの動きベクトルの大きさからパンニング速度を算出する。また、別の方法としては、
上記角速度センサと動きベクトルとを併用して、それぞれの動きから総合的にパンニング
中であると判断し、パンニング速度を算出することも可能である。
【００４５】
　図６は、流し撮り撮影時の像ブレ補正装置の動作を説明する図である。
　まず、操作スイッチ１４０が押されていない状態の時、すなわち第１スイッチ（ＳＷ１
）及び第２スイッチ（ＳＷ２）が共にオフの時、動画用補正量算出部１１３が、補正量を
算出し、その補正量を補正目標値とする。また、この状態の時は、算出した動画用補正量
を、静止画用補正量算出部１１４の積分器１２４のフィルタ演算中間値として書き換える
。
【００４６】
　次に、操作スイッチ１４０が半押しされている状態の時、すなわち第１スイッチ（ＳＷ
１）がオンで第２スイッチ（ＳＷ２）がオフの時には、動画用補正量算出部１１３が補正
量を算出し、その補正量を補正目標値とする。また、同時に、算出した動画用補正量を静
止画用補正量算出部１１４の積分器１２４のフィルタ演算中間値として書き換える。さら
に、基準値演算部１１５が、パンニング制御部１２２から得られる角速度センサ１１０の
出力（パンニング速度）を考慮して基準値を算出し、その算出結果に基づいて、基準値補
正部１１６が基準値を補正する。
【００４７】
　次に、操作スイッチ１４０が全押しされた状態の時、すなわち第１スイッチ（ＳＷ１）
がオフで第２スイッチ（ＳＷ２）がオンとなった時、補正量演算を静止画用に切り替えて
静止画用補正量算出部１１４が補正量を算出し、その補正量を補正目標値とする。また、
この状態の時つまり静止画露光中の時は、算出した静止画用補正量を動画用補正量算出部
１１３の積分器１２１のフィルタ演算中間値として書き換える。この時、基準値演算は行
わず、ＳＷ２がオンとなる直前、すなわちＳＷ１がオンの時に算出した基準値を更新しな
い。この基準値は、流し撮りのパンニング速度成分が含まれた値となっている。
【００４８】
　最後に、操作スイッチ１４０の全押しが解除された状態の時、すなわち第１スイッチ（
ＳＷ１）及び第２スイッチ（ＳＷ２）が共にオフに戻った時、動画用補正量算出部１１３
が補正量を算出し、その補正量を補正目標値とする。また同時に、算出した動画用補正量
を、静止画用補正量算出部１１４の積分器１２４のフィルタ演算中間値として書き換える
。
【００４９】
　図７は、実施例２における動画用と静止画用の補正量の演算処理を説明するフローチャ
ートである。
　ステップＳ２００１、ステップＳ２００３乃至Ｓ２０１３は、ステップＳ１００１、ス
テップＳ１００３乃至Ｓ１０１３と同様である。
【００５０】
　図７のステップＳ２００２において、基準値演算部１１５が、パンニング速度を考慮し
て角速度センサの基準値を算出する。具体的には、パンニング制御部１２２からパンニン
グ速度が得られた場合は、基準値演算部１１５は、パンニング成分を基準値として設定す
る。
【００５１】
　実施例２の像ブレ補正装置は、静止画撮影ボタン半押し中に流し撮りによるパンニング
速度を考慮して角速度センサの基準値を算出する。そして、静止画撮影ボタン全押し時に
その基準値算出結果を用いると共に、動画用補正量演算を行っている間は静止画用積分器
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のフィルタ演算中間値を動画用補正目標値で書き換える。また、静止画用補正量演算を行
っている間は動画用積分器のフィルタ演算中間値を静止画用補正目標値で書き換える。し
たがって、動画及び静止画でブレ信号処理方法を切り替えても、ブレ補正制御における不
連続性を無くし、流し撮り撮影時のブレ補正性能を向上させることができる。
【００５２】
　以上、本発明をその好適な実施例に基づいて詳述してきたが、本発明はこれら特定の実
施例に限られるものではなく、この発明の要旨を逸脱しない範囲の様々な形態も本発明に
含まれる。上述の実施例の一部を適宜組み合わせてもよい。
【符号の説明】
【００５３】
　１０１　レンズ群
　１１２　補正量算出部
　１３０　ブレ補正制御部

【図１】 【図２】
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【図５】 【図６】
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